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 5月の欧州議会選挙の議席予測では与党：欧州人民党が第1党を維持する見通し。
 大勢に変化はない見込みの一方で反EUなどを掲げる極右政党が議席を増加させる見通し。EU統合
深化改革への影響も。各会派の移民政策への公約にも注目度が高まる。

与党共和党が多数を占める上院でも可決

～下院に続き上院でも可決～
米国上院議会で、14日メキシコ国境の壁建設費

用を目的としたトランプ大統領の非常事態宣言の無
効化決議案が可決されました。与党：共和党の12
名の議員が賛成票を投じました。2月26日には野
党：民主党が過半数を占める下院において可決され
ており、その際には13名の共和党議員が賛成票を
投じました。上院では13日までに5名の共和党議員
が非常事態宣言に反対する立場を表明していました。
背景には、壁建設の理由とされる移民の流入が、従
来の非常事態宣言(戦争、テロ、自然災害など)と照
らして、それに該当する宣言と言えるのか、議会の
承認を得られない予算の執行のために宣言を用いて
よいのかといった疑問があります。宣言による大統
領権限で予算を執行してしまえば、予算権限を議会
から奪うこととなってしまい、憲法違反に該当する
との見方もあります。また国境の壁建設を支持する
共和党議員においても、議会の承認を回避し予算を
執行するような手法を使うことは、悪しき前例を
作ってしまうことを警告しています。また、非常事
態宣言は6か月ごとに更新決議の必要があるため、
9月の来年度予算決議を前に民主党は再度無効化決
議案を提出し、議論が白熱する可能性があります。
～大統領は拒否権を発動～
トランプ大統領は15日無効化決議の可決を受け

て拒否権を発動しました。拒否権行使により壁建設
費として要求していた約57億ドルを、財務省が徴
収した罰則金や国防省の薬物対策費などから捻出し、
先に予算で可決された約14億ドルを加えた額が予
算執行されることとなります。下院議会は拒否権を
覆すための採決を26日前後に行う可能性に言及し
ましたが、拒否権を覆すには上下両院でそれぞれ
2/3以上の再可決が必要であり、再可決の可能性は
低いものと見られています。大統領の拒否権行使の
動きを受けて、民主党ペロシ下院議長は、非常事態

図表2：米国株価の推移

図表1：近年の主な非常事態宣言の例

 米国上院は下院に続き、トランプ大統領の非常事態宣言の無効化決議案を可決。
 トランプ大統領は拒否権を行使し予算の執行を行う模様。民主党は今回の非常事態宣言による予算
執行を憲法違反として法廷闘争も辞さないことを表明し、長期化の恐れも。

宣言が憲法違反に該当すると判断し、法廷闘争も辞
さない姿勢を示しました。法定闘争が長期化する恐
れもあり、政治への影響も懸念されています。上院
共和党とトランプ大統領は13日イエメン内戦に絡
むサウジアラビア主導連合への軍事支援停止決議案
の可決を巡って対立(大統領は拒否権発動の意向)し
ており、今後の政策運営への悪影響も懸念されます。
想定内の決議に市場は大きな反応を見せませんでし
たが、議会との対立姿勢が鮮明な政治手法を巡り市
場が影響を受けやすい展開が続くものと思われます。

出所）図表1は各種報道資料、図表2はブルームバーグのデータをもと
にニッセイアセットマネジメントが作成

日付 大統領 内容

1979年11月14日 カーター イラン政府の資産凍結

1994年11月14日 クリントン 大量破壊兵器拡散への対応

2001年9月14日 G.W.ブッシュ 9.11同時多発テロに対する対応

2004年5月11日 G.W.ブッシュ シリア特定人物の資産凍結と禁輸措置

2010年4月12日 オバマ ソマリア紛争に関与人物の資産凍結

2018年9月12日 トランプ 米国選挙への外国からの干渉に対する制裁措置
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